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人件費
23億8,235万円

扶助費
20億7,480万円

 公債費
10億
 9,015万円

歳 　　出

歳 　　入

義

務

的

経

費

の

そ

他

の

経

費

投資的経費

繰出金　　
12億　　　
4,523万円

普通
建設事業

14億　　　　
 956万円

物件費
14億2,494万円

補助費等
 12億409万円

積立金
3,000万円

維持補修費
2億58万円

貸付金　5億1,430万円

市税
28億9,867万円 

国庫支出金, 
11億9,494万円 

地方交付税
38億2,600万円

市債　9億7,190万円

県支出金　9億8,906万円

分担金および負担金
 1億9,481万円
使用料および手数料
 8,546万円

財産収入 1,130万円
寄附金 300万円
繰入金 2億9,802万円
繰越金 5,000万円
諸収入 5億9,318万円

地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金
配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金
地 方 消 費 税 交 付 金
自動車取得税交付金
地 方 特 例 交 付 金
交通安全対策特別交付金

自

主

財

源

依

存

財

源

1億5,500万円
1,100万円
550万円
170万円

2億3,000万円
4,700万円
486万円
460万円

平成24年度 予算特集

特別会計名 予　算　額 前年度比
育 英 資 金 会 計 3,570万円 －10.9％
下 水 道 事 業 会 計 12億5,541万円 －26.0％
農業集落排水事業会計 1億9,893万円 －18.0％
簡 易 水 道 事 業 会 計 1億8,372万円 ＋10.6％
国 民 健 康 保 険 会 計 26億6,429万円 ＋ 1.1％
後期高齢者医療会計 3億1,793万円 ＋ 0.3％
介護保険会計保険事業勘定 25億9,922万円 ＋ 5.0％
介護保険会計介護サービス事業勘定 1,172万円 ＋ 7.2％
市有林造成事業会計 3,022万円 －33.4％

勝山さんちの家計簿 例えば年収を300万（月収25万円）とすると・・・

平成24年度予算
（一般会計性質別内訳） 1か月の家計に例えると

市税などの自主財源
41億3,444万円

給料・パート収入
25万円

地方交付税、国・県支出金等
64億6,966万円

両親からの仕送りなど
39万1,200円

市債発行
9億7,190万円

各種ローンの借入
5万8,800円

収入計
115億7,600万円

収入計
70万円

平成24年度予算
（一般会計性質別内訳） 1か月の家計に例えると

繰出金・補助費・出資金・貸付金
など 29億6,362万円

子どもへの仕送り・各種会費
など 17万9,200円

人件費
23億8,235万円

食費
14万4,000円

扶助費
20億7,480万円

医療費
12万5,500円

普通建設事業・維持補修費
 16億1,014万円

車の購入・自宅の増改築・修繕費
9万7,400円

公債費
10億9,015万円

ローン返済
6万5,900円

物件費
14億2,494万円

光熱水費・被服費等
8万6,200円

積立金
3,000万円

新たな預貯金
1,800円

支出計
115億7,600万円

支出計
70万円

今年は子どもの将
来のために支出を
増やしたわ。

平
成
平
成
2424
年
度
予
算
決
ま
る

年
度
予
算
決
ま
る

〜
小
さ
く
て
も
キ
ラ
リ
と
光
る

誇
り
と
活
力
に
満
ち
た　

ふ
る
さ
と
勝
山
の
実
現
〜

・市民の長年の願望である新体育館の建設推進
・「環境都市かつやま」のアピール
・安全で安心な暮らしと子育て支援日本一を目指す

　今年度は、今後10年間の勝山の道筋を示す「第5
次勝山市総合計画」実施期間の2年目です。
　今年度の当初予算は、「市民力」と「地域力」の
向上を目指し、計画の着実な実現に向けて重要施策
を盛り込んだ、積極的な予算となっています。

予算総額 194億8,052万円
　　　一般会計 115億7,600万円
　　　特別会計 72億9,714万円
　　　企業会計 6億　738万円
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一
般
会
計
は

　
　

平
成
17
年
度
以
降
最
大
に

　

一
般
会
計
当
初
予
算
額
は
１
１

５
億
７
６
０
０
万
円
で
、
前
年
度

比
1.9
％
の
増
（
金
額
に
し
て
２
億

２
０
０
０
万
円
の
増
）
で
、
国
の

三
位
一
体
改
革
の
影
響
を
受
け
た

平
成
17
年
度
以
降
で
は
最
大
額
と

な
り
ま
し
た
。

　

各
特
別
会
計
と
上
水
道
企
業
会

計
を
含
め
た
予
算
総
額
は
、
１
９

４
億
８
０
５
２
万
円
で
、
前
年
度

比
0.8
％
の
減
（
金
額
に
し
て
1
億

６
０
０
０
万
円
の
減
）
と
な
り
ま

し
た
。

市
税
収
入
が
落
ち
込
む

　

歳
入
予
算
は
、
固
定
資
産
税
の

落
ち
込
み
に
よ
り
、
市
税
全
体
で

前
年
度
比
3.4
％
減
の
約
28
億
９
９

０
０
万
円
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

ま
た
、
地
方
交
付
税
は
前
年
度

と
ほ
ぼ
同
額
の
38
億
２
６
０
０
万

円
、
臨
時
財
政
対
策
債
は
４
億
７

７
５
０
万
円（
前
年
度
比
2.3
％
減
）

を
計
上
し
ま
し
た
。

　

な
お
、
市
民
負
担
を
求
め
る
も

の
と
し
て
、
水
道
料
金
は
段
階
的

引
き
上
げ
の
最
終
年
と
な
り
ま

す
。
ま
た
、
国
民
健
康
保
険
税
、

介
護
保
険
料
に
つ
い
て
も
改
定
さ

れ
、
引
き
上
げ
と
な
り
ま
す
。

　

市
税
の
減
収
に
よ
る
収
支
不
足

対
応
の
た
め
、
３
年
ぶ
り
に
財
政

調
整
基
金
か
ら
約
２
億
６
８
０
０

万
円
を
繰
り
入
れ
ま
す
。

歳
出
予
算
の
特
徴

　

歳
出
予
算
で
は
、
市
債
の
償
還

で
あ
る
公
債
費
は
約
10
億
９
０
０

０
万
円
（
前
年
度
比
1.2
％
の
減
）、

児
童
、
障
が
い
者
、
高
齢
者
、
生

活
保
護
者
な
ど
の
扶
助
費
は
、
前

年
度
と
ほ
ぼ
同
額
の
約
20
億
７
５

０
０
万
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

建
設
事
業
に
つ
い
て
は
、
新
体

育
館
建
設
が
本
格
化
す
る
こ
と
か

ら
、
単
独
事
業
で
約
７
億
３
４
０

０
万
円
（
前
年
度
比
94
・
1
％
増
）

を
計
上
し
、
全
体
で
は
約
14
億
１

０
０
０
万
円
（
前
年
度
比
32
・

3
％
増
）
と
な
り
ま
し
た
。

新
行
財
政
改
革
計
画
を
策
定

　

今
年
度
は
、
平
成
16
年
に
策
定

し
た
勝
山
市
行
財
政
改
革
実
施
計

画
の
最
終
年
度
に
当
た
る
た
め
、

来
年
度
か
ら
10
年
間
の
新
し
い
行

財
政
改
革
計
画
を
策
定
す
る
年
と

な
り
ま
す
。
今
後
も
引
き
続
き
、

政
策
や
事
務
事
業
を
厳
し
く
見
直

す
中
で
、
財
源
を
確
保
し
、
健
全

な
財
政
を
堅
持
し
て
い
き
ま
す
。


